


して 28) 指数関数でフィッティングし、水噴霧の無い場合の放射熱流束で除して求めた。ノズル個数

を N、ヒーターと放射計の距離を L (=0.8m)としたときの透過率 Trと消光係数 E (m-1)は、Tr =exp(-EL) 

= exp(-0.069N) 、E =0.086N となった。L =3m、粒径 100μm の水滴の放射熱低減作用の計算値 28, 29)

を、本研究の実験結果を用いて算出した L =3m における推定値と比較したところ、in-scattering を考

慮しない計算 28) では過大な遮へい効果が見積もられることと、Mie 理論と二流束モデルを用いた計

算値 29) が実験値と良く一致することがわかった。 

軽質ナフサタンク火災時の油面における熱流束の推定値 2) （47 kW/ m2）に対し、水噴霧を活用

した場合の泡保護効果の推定結果を図 30 に示す。推定にあたっては、水滴粒径をタービン噴霧 4) 

の約 1/2 の 500μm と仮定し、二流束モデルによる透過率の計算値 29) を指数関数でフィッティング

して求めた吸収係数α（≒E /W =0.00434 m2/g）と、泡の放射加熱実験で求めた蒸発定数を用いた。

火災基部へのタービン噴霧の流入速度を 10m/s とした場合、蒸発前（粒径約 1mm）の噴霧水量は 64 

g/m3、油面上（粒径 500μm）の積算水量 WL は 80 g/m2 と見積もられる。このときの泡の蒸発速度

は図 28 によれば約 3 割低減している。 

 上述の推定では火災基部通過時の水噴霧の蒸発割合を87.5%（粒径50%）と仮定したが、水噴霧

の蒸発割合が99.9%（粒径10%）であれば、水滴による泡の蒸発速度の低減効果は1%未満となる。 

 水噴霧による液面火災の主な抑制作用としては、①蒸発時の吸熱（気相冷却または表面冷却）、

②水蒸気による火炎冷却、③放射熱の遮へい、④これらによる液面への熱フィードバック抑制、が

図 29 水噴霧の放射熱遮へい効果 

図 28 水滴による放射熱遮へい実験の概略図 
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図 30 水噴霧の泡保護効果 



挙げられる。また、水噴霧が泡消火に及ぼす作用としては、⑤飛翔中の泡の蒸発抑制（部分消炎に

よる）、⑥飛翔中の泡の散逸抑制（上昇気流抑制または部分消炎による）、⑦油面上の泡の消泡速

度低減、が考えられる。さらに泡の乾燥等による密度低下は泡の展開力を低下させるとの報告30) 

があることから、水噴霧は、⑧泡の展開力維持にも貢献すると考えられる。これら各作用の寄与

を定量的に検討する際にも、水噴霧の蒸発割合を知る必要がある。 

 2003年苫小牧タンク全面火災の発熱速度を、軽質ナフサの燃焼速度（液面降下速度）31) から完全

燃焼を仮定して見積もると約8,800MWとなる。当該火災にタービン噴霧を活用した場合、1台の水量

80L/sが全量蒸発しても、蒸発潜熱による吸熱は約180MWとなり、火災全体の発熱の僅か2%に過ぎ

ない。一方、全水量が蒸発した場合の噴射流中の酸素濃度は、約6%と消炎限界酸素濃度を大幅に下

回るため、有効射程30～60mの範囲で幅10m～

15m、高さ10m程度の大面積の部分消炎が可能

となる4) 。しかし火炎へ流入する全空気量を燃

焼に必要な理論空気量の5倍と仮定し32)、小規

模タンク実験17)と苫小牧タンク火災の減酸素に

よる発熱速度低減効果を見積もると、各々4%

と1%であった。火炎抑制効果の定量的検討に

は火炎全体ではなく発熱速度の大きい基部に着

目すべきであり、今後、熱フィードバックの変

化に伴う非定常挙動の検討が望まれる。 
 
4. まとめ 

大容量泡放水砲の放射挙動シミュレーション技術を確立し、消火技能向上や、多様な気象条件

等に対応できる効果的な消火戦術の構築に、シミュレーションを活用できるようにすることが望

まれている。放射水流の水塊部分について、ばねモデルを提案し、また水塊が分離し水滴となり

分裂を繰り返す過程について、表面張力と周囲気流による力とのバランスに基づいた簡易分裂モ

デルを提案した。さらに、水滴に作用する流体力の評価を、水滴周囲の水滴体積割合で調整する

モデルを提案した。 

放水シミュレータ検証のための放水実験について述べ、上空の風向風速が水の飛翔軌跡に大き

く影響を及ぼすことを示した。提案したモデルを利用した放水シミュレーションは、放水実験結

果と概ね一致することを確認した。大容量放水の場合、放水砲直近で生成された渦度が最高到達

点近傍にまで運ばれることによって、水滴粒子と気流との速度差が低減され、空気抵抗が減少し

遠くまで飛ばされることが、シミュレーションより明らかとなった。 

泡消火剤水溶液の液滴が分裂する際に、周囲空気を巻き込み発泡する簡易分裂モデルを提案し

た。計算結果は、泡放射の場合の風向風速の影響が大きいことを示した。また、室内泡放射実験

による泡飛翔挙動の計測から、発泡による顕著な加速度抑制と、泡の詳細な分裂挙動が観測され

た。これら知見を活用し、今後の泡飛翔シミュレーションの信頼性向上が望まれる。 

大出力水噴霧による泡消火効率改善の可能性について検討するため、減酸素気流による小規模

タンク火災の抑制実験を行い、n-ヘプタン火災の局所火炎抑制および油温上昇の抑制を確認した。

図 31 双発タービン消防車 

（2010 年 10 月北京国際消防防災展にて） 
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また、粒子画像速度計測法（PIV）により、小規模タンク火災基部の流れ場を詳細に検討した。

実大タンクにおける日米タンク高さの違いがタンク壁近傍における上昇気流の強さに及ぼす影響

は小さいと推定された。 

泡の放射加熱実験を行い、泡の蒸発に使われるエネルギーが、泡消火剤の種類にほとんど依存

せず、常に全受熱量の 70～80％であることを確認した。ヒーターを用いた水噴霧の放射熱遮へい

実験の結果は、Mie 理論と二流束モデルを用いた黒体放射に対する計算値と良い一致を示した。水

滴による泡保護効果は、水噴霧の蒸発割合に大きく依存する。水噴霧による泡消火効率改善効果の

定量的検討には、火炎全体ではなく発熱速度の大きい基部に着目すべきであり、今後、熱フィード

バックの変化に伴う非定常挙動の検討が望まれる。 
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大容量泡放射システムの有効性評価手法について 
 

危険物保安技術協会 杉山 章 

 

 

1. はじめに 

 平成 16 年の石油コンビナート等災害防止法の一部改正に伴い、直径が 34m 以上の浮き屋根式

タンクを保有する特定事業所（広域共同防災組織）は、大容量泡放射システムの設置が義務づけ

られた。 

 大容量泡放射システムは複数の資機材により構成されるものであり、我が国でこれまで使用さ

れたことのない高度、かつ、大規模複雑な防災資機材であることから、システムとして構成され

た場合において、石油コンビナート等災害防止法令に定める基準どおりに支障なく性能が発揮さ

れるか、また、導入されることとなる大容量泡放射システムを用いて、当該特定事業所のレイア

ウト等において有効に防災活動ができるか等を判断することが必要とされた。 

 このようなことから、システムを構成する個別の資機材（ホース、結合金具、泡消火薬剤）に

ついては、消防法上の検定を要するとともに、システム全体としての有効性について第三者機関

が評価すること又は特定事業者自らが証明することが必要となり、当協会においても特定事業所

（広域共同防災組織）からの申請により第三者機関として評価を実施することとなった。 

 

2. 有効性評価手法の検討 

 大容量泡放射システムをどのような手法で評価すべきか検討するため当協会内に、平成 19 年

3 月「大容量泡放射システムの有効性の確認検証に必要な資料検討委員会」を設置し、泡放射試

験における有効性の合理的な評価のあり方について検討を行った。 

2.1 評価にあたって確認すべき事項 

ア 定められた性能以上の能力があること 

イ 使用する泡消火薬剤がタンク火災に適したものであって、かつ、当該泡放水砲で使用で

きるものであること 

ウ 当該泡放水砲が、適切な放射角度、放射距離に部署できること 

エ 必要な時間内に部署できること 

オ 大容量泡放水砲等を適切に運用できる人員が確保できていること 

カ 大容量泡放水砲等を使用できる十分な水利が確保できていること 

キ 機能を常時維持できること 

ク 各タンクに対しての警防活動計画が適切であること 

 このうち、イ及びウについては、確認・検証をするにあたり専門的な知識が必要となることと

されていることから、当協会ではイについては「泡性状（発泡倍率及び 25%還元時間）」、ウ

について「放射特性（射程、射高及び射幅）」として評価を行うこととした。 

2.2 評価にあたって考慮すべき事項 

 泡放射試験等を行うに当たっては、次の点を考慮し泡放射試験等を実施することが必要であり、

効率化と環境への配意を考えた上で、放射条件を集約し効率的な実験計画を立案する必要がある。 
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ア 泡放射試験に使用するノズル、混合装置、ポンプ及び泡消火薬剤 

 大容量泡システム構成上重要な機器であることから、実際に配備される現品によって確認を

行う。 

 特にノズルについては、放出方式により異なることから重要な要素といえる。 

（ただし、ポンプについては現品によることが困難な場合には、合理的な性能検証を提示する

必要がある。） 

イ 放射条件ごとの泡放射試験の必要性 

 原則としてノズル口径（流量）、放射圧力、使用角度及び水種ごとに泡放射試験を行い、放

射特性の確認を行うことが必要であると考えられるが、環境保護及び経済性等の観点から放射

条件を集約して効率的な泡放射試験の実施について検討を行う必要がある。 

ウ 泡性状等の確認 

 イにおいて行った泡放射試験における泡性状及び混合装置における混合率の確認を行う。 

エ 泡性状結果に対する有効性の検証 

 泡放射試験結果から、得られたデータの有効性に関する検証が必要である。 

オ 水放射試験による代替試験 

 泡放射試験によらず、水放射試験で代替できる可能性についての検証が必要である。 

カ 総合的な検証結果の判定 

 試験結果を総合的に判断する必要がある。 

2.3 検討委員会としての提案 

 本検討委員会において、広域共同防災組織を設置できる全国の 12 の地区で配備される予定の

大容量泡放射システムの泡放射量、放射角度、放射圧力等の放射条件を集計したが、多種多様な

放射条件が存在することがわかった。 

 これら放射条件の違いが泡性状にどのような違いをもたらすかについて十分な知見が得られて

いないため、本来であれば、異なる放射条件毎に泡放射試験を行い、所要の泡性状となることの

確認が必要である。 

 しかし、泡放射試験には多額の経費と時間を要することから、代表的な放射条件で泡放射試験

を行い、総合的な泡性状の評価を行うことができる条件について整理するとともに、各システム

の有効性を検証する上での基本的な考え方を次のように整理した。 

(1) 代表的な放射条件で泡放射試験を行うことにより、類似条件での泡放射を省略するための

方策 

 ① 大容量泡放水砲から泡を作り出す方式（アスピレート方式・ノンアスピレート方式）が同

じでも、泡の生成機構に関する設計の差異により、生成される泡の性状が変わる可能性があ

る。一方、異なるメーカーのデータも可能な限り活用することが、効率的に泡放射試験デー

タを取得するためには必要である。そのため、同一放射条件で放射した泡の性状比較を行い、

異なるメーカーシステムで得られた泡放射試験データの相互活用方針を定める。 

 ② 既存データや海外で実施した放射試験データの比較検討を行い、他の泡放射で代替可能な

放射条件の絞り込みを行う。 

 ③ 小規模なフィールド実験を実施し、他の泡放射で代替可能な放射条件の絞り込みを行う。 

ア 使用水質以外は同一放射条件にして小規模な実験を実施し、海水を用いた場合と淡水を
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用いた場合の泡性状の比較検討を行い、実機で検証すべき水種を決定する。 

イ 放射角度以外は同一放射条件にして小規模な実験を実施し、放射角度の違いによる泡性

状の違いを比較検討する。 

ウ 放射圧力以外は同一放射条件にして小規模な実験を実施し、放射圧力の違いによる泡性

状の違いを比較検討する。 

(2) 各システムで泡放射試験を行うべき放射条件の決定方策について 

 (1)で得られた知見と各システムの放射条件の実態を踏まえ、実機で泡放射試験を行うべき放

射条件を決定する必要がある。この場合の基本的な考え方は次のとおりである。 

 ① ノズル口径が異なれば放射される泡水溶液と空気の混合状態が異なるため、原則として泡

放射量毎に泡性状の確認を行うことが必要である。 

 ② 同一泡放射量、同一泡放射圧力であっても、泡放射角度により泡水溶液が受ける空気の影

響が異なるため、放射角度毎に防御予定タンク数の分布を整理し、最高角度、最低角度を念

頭に置いて、放射角度を定める必要がある。ただし、(1)①の検討により他社システムデー

タの活用が可能な場合、(1)③イの検討結果により放射角度の違いが泡性状に及ぼす影響が

判っている場合は、合理的に省略することが可能である。 

 ③ 泡放射圧力が異なると泡性状が異なるが、泡放射圧力の違いによる泡性状の違いを定量的

に評価する代表的な試験条件を定めるとともに、当該試験結果を踏まえて省略できる試験条

件を定める必要がある。ただし、(1)①の検討により他社システムデータの活用が可能な場

合、(1)③ウの検討結果により放射圧力の違いが泡性状に及ぼす影響が判っている場合には、

合理的に省略することが可能である。 

 ④ 海水を使用した場合と淡水を使用した場合において、泡性状の違いがどの程度生ずるかに

ついて、あらかじめ検証を行うとともに、実際に使用する水種を踏まえた上で、泡放射試験

に用いる水種を定める必要がある。ただし、(1)①の検討により他社システムデータの活用

が可能な場合、(1)③アの検討結果により水種の違いが泡性状に及ぼす影響が判っている場

合は、合理的に省略することが可能である。 

 

3. 大容量泡放射システムの泡放射試験を効率的に実施するための流れ 

 この有効性の確認に当たっては、大容量泡放射システムによる放射条件の差異が泡性状及び泡

の放射特性にどのような差異をもたらすかについて十分な知見が得られていないことから、本来

であれば、異なる放射条件ごとに泡放射試験を行う必要があると考えられる。 

 しかしながら、泡放射試験を実施することとした場合の環境面への影響及び経済性等を勘案す

ると、合理的な理由に基づく代表的な放射条件で泡放射試験を行うことにより、総合的な泡性状

及び放射特性の評価を行うことも必要であると考えられる。 

 次の図に大容量泡放射システムの泡放射試験を効率的に実施するための流れ（例）を示す。 
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広域共同防災組織等

① 警防活動計画（案）の策定

② 広域共同防災組織における

泡放射条件の整理

③ 泡放射試験の効率化

・既存データの収集

・小規模な実験等によるデータの収集

④ 既存データ等を踏まえた

泡放射試験計画の策定

⑤ 泡放射試験実施

⑥ 警防計画（案）（泡放射試

験結果に基づく有効性の証明）

 

大容量泡放射システムの泡放射試験を効率的に実施するための流れ（例） 

 

 「③泡放射試験の効率化」では、同一のパラメーター（水種、放射圧力、放射角度、放射量）

で条件の異なる泡放射における泡性状及び放射特性が、既存のデータ、小規模な実験等で得られ

たデータ等によって相関性が確認できる場合は、その相関性を活用して泡放射の一部を省略する

又は水放射による確認ができることを意味するものである｡ 

 

4. まとめ 

 当協会では、平成 20 年度に全国の広域共同防災組織のうち 7 つの広域共同防災組織が導入す

る大容量泡放射システムについての有効性評価を行った。 

 これらの広域共同防災組織の使用するノズルを、種類（メーカー）の違いにより 2 つのグルー

プに分け、上記 3 に示した「大容量泡放射システムの泡放射試験を効率的に実施するための流

れ」に沿って小規模実験や予備実験の結果等を踏まえた効率的な泡の実規模放射試験を行って泡

性状及び放射特性についてそれぞれ有効性についての評価を行ったところ「大容量泡放射システ

ムの有効性の確認検証に必要な資料検討委員会」でも議論となったノズルと泡消火薬剤の組み合

わせによる泡性状の違いや放射条件の違いによる相関関係が使用するノズルによって異なること

が明らかとなった。 

 今後発生すると思われる泡消火薬剤の経年劣化に伴う更新及び各特定事業所内のタンクレイア

ウト変更に伴う放射条件の変更についても今回有効性評価に使用したデータを基に再度検証する

ことが望ましいものと考える。 
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